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（３）心神喪失者等医療観察法の医療提供体制の充実・強化 

２３５億円（２２０億円） 

心神喪失者等医療観察法を適切に施行するため、指定入院医療機関の確保を行うととも

に、対象者の地域における継続的な医療の提供と社会復帰の促進を図る。 

 

（４）精神障害に対する国民の正しい理解の促進      ８１百万円（８０百万円） 

精神疾患・精神障害に対する理解を深めるため、国民各層への普及啓発の取組の中で、

特に若年層を中心とした普及啓発を推進する。 

 

 

 

（１）発達障害者の地域支援体制の確立            ２億円（２．２億円） 

発達障害者支援センターにおいて、発達障害者やその家族等への相談・発達支援等を

行うとともに、発達障害者の乳幼児期から成人期までの各ライフステージに対応する一貫し

た支援を行うための体制整備を推進し、更にペアレントメンターの養成や発達障害特有のア

セスメントツールの導入促進等を行うことにより、地域における支援体制の強化を図る。 

 

（２）発達障害者の支援手法の開発や普及啓発の着実な実施 

５．４億円（６．５億円） 
発達障害者一人一人のニーズに対応する一貫した支援となるよう先駆的な取組を通じて

有効な支援手法を開発・確立するとともに、発達障害者支援に携わる専門的な人材の育成

や、発達障害情報センターによる全国の関係機関等への情報提供を行う。 

また、「世界自閉症啓発デー」を契機に、自閉症をはじめとする発達障害に関する正しい

知識の浸透を図るための普及啓発を行う。 

 

（３）高次脳機能障害者の支援体制の確立         １２百万円（１３百万円） 

各都道府県が整備する支援拠点機関において、高次脳機能障害者やその家族に対する

情報提供、相談業務等を行うとともに、ネットワークの強化により適切な診断、訓練、リハビリ

テーションが行えるよう体制の確立を図る。 

また、国立障害者リハビリテーションセンターにおいて、支援拠点機関の従事者等を対象

とした研修を行い、適切な支援の普及及び支援サービスの質の均てん化を図る。 

 

 

 

 

 

４ 発達障害者等支援施策の推進             ７．５億円（８．８億円） 
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（１）雇用・福祉・教育等の連携による地域の就労支援力の強化      

                                      ６５億円（５９億円） 
 

（２）障害特性に応じた支援策の充実・強化          １９億円（１４億円） 

 

（３）障害者に対する職業能力開発支援の推進       ６０億円（６４億円） 

 

（４）「工賃倍増５か年計画」の着実な推進             ７．９億円（１７億円） 

これまでの取組について、都道府県や事業所が行っている効果的な事業を更に促進する

とともに、新たに、複数の事業所が協働して受注、品質管理等を行う事業を定額補助（１０／

１０相当）で実施すること等により、工賃の引き上げに向けた取組の強化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 障害者に対する就労支援の推進（再掲・２８ページ参照）                              

２３０億円（２２８億円） 
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（１）地域における介護基盤の整備                ２８３億円（４０７億円） 

①都市部における低所得高齢者の居住対策の促進（新規）  

低所得高齢者に対する居住対策として、都市部を中心とした地域において、見守り機能を

備えた軽費老人ホームの整備に対し助成を行う。 

 

②既存小規模福祉施設スプリンクラー整備事業の推進 

スプリンクラー設置が義務付けられた認知症高齢者グループホーム等既存の小規模福祉

施設に対し、スプリンクラー設置に係る費用等を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７ 良質な介護サービスの確保 

良質な介護サービスの確保のため、安心で安定的な介護保険制度運営の確保を図るとと

もに、地域包括ケアを提供できる体制等の整備を進める。 

また、介護サービスを担う人材を確保するため、介護職員の賃金を引き上げ、処遇の改善

を図る。 

 

１ 安心で質の高い介護サービスの確保  ２兆１，９６６億円（２兆９７８億円） 
 

○ 介護職員処遇改善交付金 
  介護職員の雇用環境を改善するため、平成21年度第１次補正予算（3,975億円）におい

て都道府県に対する交付金により基金を創設し、介護職員の賃金の確実な引上げなど

介護職員の処遇改善に取り組む事業者に助成する。（１人当たり月額平均１．５万円相当

の助成。平成23年度まで） 
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（２）安定的な介護保険制度の運営         ２兆１，５０１億円（２兆３７８億円） 

介護保険制度を着実に実施するため、介護給付、地域支援事業等の実施に必要な経費を

確保する。 

 

（３）適切なサービス提供に向けた取組の支援等        １８２億円（１９３億円） 

①適切なサービス提供に向けた取組みの支援                １３５億円（１４８億円） 

要介護認定の認定調査員等に関する研修や、社会福祉法人による低所得者に対する利

用者負担軽減措置等の取組みを行う。 

  

②認知症施策の総合的な推進                           ３６億円（３９億円） 

認知症疾患医療センターについて、認知症の周辺症状や身体合併症に対する双方の医

療を担う中核的機能の充実を図るとともに、若年性認知症自立支援ネットワークの充実等、

認知症施策の総合的な支援を推進する。 

 

 ③地域住民に対する医療・介護を含めた地域包括ケアの確立（第７－２（次頁）で詳述） 

                                             １１億円（５．８億円） 

 

 

○ 介護基盤の緊急整備等 
平成21年度第１次補正予算（3,294億円）において都道府県に対する交付金によ

り基金を創設するなど、介護施設に係る以下の事業を実施する。（平成23年度まで） 
 

（１）介護基盤の緊急整備等 
 地域の介護ニーズに対応するため、施設整備交付金（ハード交付金）を拡充
するための基金の設置等により、特別養護老人ホーム、老人保健施設、認知症
高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所等を緊急に整備する。 
また、消防法施行令の改正により、平成21年4月から新たにスプリンクラーの

設置が義務付けられた既存の広域型特別養護老人ホーム、有料老人ホーム等に
対して助成を行い、スプリンクラー整備の促進を図る。 

 

（２）施設の開設準備経費等についての支援 
   特別養護老人ホーム等の円滑な開所のため、開設準備に要する経費について助

成を行う。また、大都市部等における施設用地確保の負担軽減を図るため、定
期借地権設定により用地を確保する場合の一時金に対する助成を行う。 

 
※ 介護関係施設等以外の障害者支援施設、乳児院及び救護施設等の福祉施設にお
けるスプリンクラー整備は、社会福祉施設等耐震化等臨時特例交付金（平成21年
度第1次補正予算（1,062億円）において対応。（平成23年度まで）                 
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（１）市町村地域包括ケア推進事業の実施（新規）            ５．５億円 

市町村における地域包括ケアを推進していくために、地域包括支援センター等を活用

して、介護保険外のサービスや住宅関係の情報を含めた高齢者の地域生活を支えるサー

ビス等に関する情報の収集・発信機能を強化する事業や、見守り活動等地域のネットワ

ーク構築を支援する事業等を行う（全国で５０ヶ所）。 

併せて、集合住宅等に居住する高齢者に対し、２４時間３６５日対応窓口を設置し、

介護保険外のサービスを含めた関係事業者等が連携して総合的にサービスを提供する事

業等を実施する。 

 

（２）地域における住民参加型サービスの担い手の養成   ２．６億円（２．６億円） 

地域住民を対象に生活・介護支援に関する研修を実施し、住民参加型サービスの担い手と

なるサポーターを養成する事業を拡充する。 

 

（３）訪問看護サービスに対する支援               ２．５億円（３．２億円） 

訪問看護サービスの安定的な供給を維持する体制を整備するため、訪問看護支援事業を

実施する。 

 

２ 地域住民に対する医療・介護を含めた地域包括ケアの確立 

１１億円（５．８億円） 
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最低賃金の引上げによって影響を受ける地域や業界団体において、賃金実態の調査、

最低賃金の引上げのための課題等の検討を行う。 

 

 

 

（１）労働時間等の見直しに向けた取組の促進        １６億円（２０億円） 

我が国社会の活力を維持・発展させていくため、今後の景気回復期も含め長時間労働を

抑制し、また、休暇取得促進を図る観点から中小企業事業主に対する助成措置を拡充（制

度面に踏み込んだ改善をした場合、５０万円を上乗せ助成）するなど労働時間の短縮や年休

の取得促進に向けた取組を進める企業等に対する支援の充実を図る。 

 

（２）改正労働基準法の施行等による長時間労働の抑制  ２．４億円（２．４億円） 

月６０時間を超える時間外労働の割増賃金率を５０％に引き上げる改正労働基準法が平

成22年4月から施行されることを踏まえ、その履行確保を図るため、事業場に対する３６協定

の適正化指導や、中小企業における割増賃金率引上げの好事例の情報提供等を実施し、

長時間にわたる時間外労働の抑制を図る。 

 

（３）仕事と家庭の両立支援（再掲・２０ページ参照）    ９８億円（１００億円） 

 

（４）男性の育児休業の取得促進              ３０百万円（１４百万円） 

父親も子育てができる働き方の実現に向けて、父母がともに育児休業を取得する場合、育

児休業取得可能期間を延長（1歳2ヶ月）する制度（パパ・ママ育休プラス）等の導入を内容と

する育児・介護休業法の改正の周知徹底等により、男性の育児休業取得を促進する。 

 

 

 

第第８８    安安心心ししてて働働くくここととののででききるる環環境境整整備備  

国民が将来に希望を持って安心して働くことができる社会を実現するため、最低賃金の引上

げの検討や労働災害の防止、労働者の心身の健康確保のための対策等を実施する。 

１ 最低賃金の引上げに向けた検討（新規）               １億円 
 

２ 仕事と生活の調和の実現               １３８億円（１５７億円）        
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（５）短時間正社員制度の導入・定着の促進          １．５億円（１．５億円） 

短時間でも正社員としての安定した働き方である短時間正社員制度の導入・定着を促進

するため、導入企業の具体的事例等に基づくノウハウの提供等を行うとともに、特に制度の

定着を支援するため、本制度を運用する事業主に対する助成措置の拡充（制度利用者2人

目～10人目まで：15万円→20万円（大企業10万円→15万円））を図る。 

 

（６）適正な労働条件下でのテレワークの普及促進    １．２億円（１．４億円） 

テレワーク・セミナーやテレワーク相談センターを通じ労働条件面での啓発・助言を行い、

適正な労働条件下でのテレワークの普及を促進する。また、在宅就業を仲介する機関による

安定的な仕事の確保の支援等により、適正な在宅就業環境の整備を図る。 

 

（７）生涯キャリア形成支援の推進 （再掲・２７ページ参照） １９億円（３２億円） 

 

 

 

 

 

（１）企業におけるメンタルヘルス対策                ４２億円（４５億円） 

各都道府県に設置したメンタルヘルス対策支援センターにおいて、メンタルヘルス不調の

予防、不調者の早期発見・早期治療のための対策、職場復帰等メンタルヘルス対策の支援

を総合的に実施する。また、職場の管理監督者等へのメンタルヘルス教育の実施や、職場

復帰の支援に関する取組を強化するとともに、労働者のストレス対処に関する取組への支援

等を実施する。 

 

（２）重篤な労働災害の防止                     ７．１億円（１０億円） 

災害が多発している機械に係る安全対策の充実等、重篤な労働災害の防止対策等の実

施により、職場における安全衛生対策を推進する。 

 

（３）化学物質や石綿による健康障害の防止等         ２６億円（２９億円） 

化学物質、ナノマテリアルや石綿による健康障害の防止を図るため、化学物質のリスク評

価、ナノマテリアルの有害性等の試験、建築物の解体作業等における石綿ばく露防止対策

等を実施する。 

 

 

 

 

３ 労働災害の防止、労働者の心身の健康確保のための対策 

                               ７６億円（８５億円） 
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（４）被災労働者の職業生活の支援（新規）                   １億円 

医療機関と企業が連携・調整を図りながら疾病等の種類や職務内容等に応じた効果的な

治療・リハビリ等を行うことができ、かつ職業生活の安定を図ることができる方策「治療と職業

生活の両立等の実現」の実施に向けた支援手法の調査研究・開発を実施する。 

 

 

 

 

（１）労働関係法令遵守に向けた指導監督の徹底、体制整備等     

                                        １４億円（１３億円） 

労働基準法、労働安全衛生法、最低賃金法等の遵守の徹底を図るため、監督指導等を

実施するとともに、そのために必要な体制の整備を図る。 

また、労働時間等労働条件の改善に特別の取組が必要な業種・職種等(介護分野の労働

者、技能実習生、自動車運転者等)に関して、適切な労働時間の管理等の支援や、労働条

件の改善に向けた指導を実施する。 

 

（２）労働問題に関するワンストップ相談体制の整備       １６億円（１５億円） 

総合労働相談コーナーによる労働問題に関するワンストップ相談体制を整備するとともに、

制度発足以降増加を続けている個別労働紛争を円滑かつ迅速に解決するための体制を強

化する。 

 

（３）労使に対する労働条件についての情報提供その他の支援の実施 

 １．４億円（１．１億円） 

労働契約法、労働基準法等について、セミナーの実施等により労働者への情報提供、働

くルールに関する教育を実施する。また、事業主に対しても、法令に即し適切な労務管理が

行われるよう労働契約法等に関する啓発指導等を実施する。 

 

（４）雇用機会均等確保に向けた取組の推進 （再掲・２８ページ参照）   

 ７億円（８．３億円） 

 

（５）労働保険の適用促進                   ７億円（７．１億円） 

労働保険に未加入となっている事業所に対する労働保険の適用促進や適正徴収等の一

層の促進を図る。また、雇用される労働者に雇用保険への適用促進を図る。 

４ 労働紛争の予防と解決                   ４５億円（４４億円） 

 

 




